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講師略歴

◼ ‘90年JCB入社。セキュリティや回収などの業務や新サービス開発などに従事。’99年に前払いと後払いのFeliCaを大量発
行しNFC対応方針を策定。’00年に業界代表幹事として国とETCカードを実現するなど業界のIC化を牽引。

◼ ‘05年NRI入社。電子マネー事業や新決済サービスの立上げなど、実務経験に基づくコンサルや実行支援に従事。
’17年には内閣官房はじめ行政機関や業界横断的に決済事業者などが参加する「キャッシュレス推進検討会」を主催。

◼ ‘19年1月8日決済サービスコンサルティング株式会社設立。新サービス開発、業務設計、セキュリティ対策や店舗のキャッ
シュレス導入支援など、実務経験を裏付けとしたコンサルティングにより、安全安心なキャッシュレス社会の実現を支援。

◼著書に「決済サービスとキャッシュレス社会の本質」「キャッシュレス革命2020」「決済の脱ガラパゴス化」等、講演・執筆多数。

（日経BP社：共著）
中央省庁などでキャッシュレ
ス政策の参考書として伝播

＜執筆事例＞

（学陽書房）
総務省元審議官著書へ寄稿
キャッシュレス部分を執筆

決済サービスの仕組みや潜在リスク、キャッシュレス社会実現像などを詳説

（東洋経済新報社：共著）
決済の脱「ガラパゴス化」
を提唱

画像出所）各出版社サイト

本日の講演内容抜粋元
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毎年キャッシュレス特集記事を監修 2020年9月27日

2020年11月14日

出所）各社サイト,紙面, 放映画像

2021年3月2日
2020年9月10日

2020年9月29日

読売テレビ かんさい情報ネットｔｅｎBS-TBS Bizスクエア フジテレビ ホンマでっか!?TV

Airレジマガジン（Webメディア）

2020年9月1日

講師略歴（メディア出演）

2020年9月2日

ほか多数

◼キャッシュレスで多くの企業を取材して詳しくなった記者ほど、「決済事業者やコンサルタントに聞いても分かったようで
分からないモヤモヤ感があったが、明確に理解できスッキリしました。」と、解説やコメントを求められることが多いです。

2021年7月19日
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1.主なキャッシュレス決済の動向

◼導入店舗にとってのメリット

◼消費者のメリット
⚫ ATMから現金を引出しに行く手間、持ち運ぶ手間、紛失・盗難リスクが無い。
⚫釣銭の計算、小銭の受渡し、レジで後ろの客を待たせる心配が無い。
⚫支出状況を一目瞭然に管理でき、上限設定機能や利用通知機能もあるので、使い過ぎや無駄遣いを防止できる。
⚫決済サービスの利用で数十％ものキャッシュバックがあったり、ポイント二重取り三重取りなどでお得。

◼自治体のメリット
⚫納付の電子化による業務効率化と３密防止｡（窓口来訪が不要になり、コロナ禍感染対策を徹底できる）
⚫給付や調達を電子化することで関連業務を削減し、人件費や帳票類などコスト削減を見込める。
⚫災害など緊急時の支援金などを迅速に支給可能｡（海外では住民にブランドプリペイド、店にスマホと太陽光充電器を支給）
⚫住民や域外支援者の協力を金銭的価値に置換し好循環を作ることが可能。

キャッシュレス決済の主なメリット

１.売上拡大に貢献

① 持合せがなくても購入できるので、販売機会を逃さない。

② これまでに来たことのない新規顧客の来店や訪日外国人消
費が見込める。

③ ついで買いや衝動買いができ客単価がアップする。

④ レジスピードの向上により、販売件数の増加やレジ待ち客の
離脱による販売機会喪失を防げる。

⑤ 会計時間が減る分､接客時間を増やしてファンを増やせる。

⑥ 現金の紛失や内引き、横領が防げる。

２.業務負荷やコストが削減

① 釣銭準備が不要。

② 販売時に現金のやり取りが不要。

③ 現金の渡し間違いや、紛失・盗難リスクがなく安全｡

④ レジ締め業務（現金残高と帳簿の突合せ）の作業を減らせる｡

⑤ 閉店後の現金預入が不要で夜間金庫に行く業務や人件費
が削減できるうえ強盗や事務所荒らしに遭わず安全｡売上金
回収サービス利用者は､回収頻度が減りコストが削減できる｡

⑥ 端末が不要で端末代金が生じない決済サービスもある｡

画像出所）JR東日本､ITS-TEAホームページ

SuicaやETCを使わないなんて・・・不便すぎて無理!

現金に係るコストやリスクの削減が可視化できれば効果がわかりやすいのに・・・

手数料ゼロで100億あげちゃう!?・・・なんて良い会社♪
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1.主なキャッシュレス決済の動向

◼決済サービスは装置産業。端末･ネットワークなどインフラ構築&運用費がかかる割に手数料は安く､超薄利多売｡

◼不具合や障害、不正や未収が一切なく、すべてが正常取引であれば、インフラ構築コストだけ考慮すればよいが、
実際には異常取引は頻発するもので､対応が事業性を左右。クレジットカードは約60年の間にノウハウを蓄積。

主な決済サービスの変遷 ～国内キャッシュレス決済の約9割がクレジットカード～

出所）「決済サービスとキャッシュレス社会の本質」（一部加筆）
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◼高齢者が苦手なのは「スマホ」。以前より､電子マネー月間利用件数が若者の1.5倍など､高齢者利用は多い。
（カード1枚を持ち運ぶだけで、お釣りの計算や小銭のやり取りが不要。）

1.主なキャッシュレス決済の動向

非接触IC電子マネーは高齢者がよく使う。キャッシュレス派の高齢者が増加。

55歳以上のお客さま限定のおトクなWAON60歳以上の方便利でおトクなシニアナナコ

⚫ 最近のカード会社のシニア世代向けアンケート調査でも、
現金派 32.6％に対して、キャッシュレス派は67.4％｡

⚫ シニア世代が最も多く利用している決済方法は現金ではなく、
クレジットカード（49%）、次に現金（32.6%） 、電子マネー（11%）｡

高齢者の間でキャッシュレス
決済が予想外に広がってい
る。70歳代以上の電子マネー
平均利用額は直近5年間で
87%増え、伸び率は全世代の
平均（58%）を上回る。使える
金額の上限をあらかじめ設定
できたり、現金を数えなくて済
んだりするメリットがシニア世代
に受け入れられている。「高齢
者は現金へのこだわりが強い」
との固定観念とは逆の動きだ。人生100年時代をにらみ、企業は商機を見い
だしている。
キャッシュレス決済に前向きな高齢者の姿を映すのが、家計消費状況調査
による電子マネー利用額の変化だ。世帯主が70歳代以上では2012年時点
で年8688円と全世帯平均の8割だったが、17年には1万6216円に増え全世
帯の平均に並んだ。80歳代以上に限ると1万7492円と全世代で最多だ。

2019年1月28日

⚫ シニア世代向け電子マネーの利用が盛況

2020年11月18日
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1.主なキャッシュレス決済の動向

以前より、海外では災害被災者の支援にキャッシュレス決済を有効活用。

◼米国ハリケーン『カトリーナ』被災者への義捐金支給
⚫2005年8月末にニューオーリンズの8割が水没。７州合計で死亡約

1800名、行方不明約700名、避難者100万人以上を出した破壊
的なハリケーン被害が発生。

⚫政府は1家族に1枚$2000入Mastercardプリペイドカードを約32万枚
配布。被災者個別の状況に応じた食料など必要物資の調達や地域経
済の復興を支援した。

◼伊国『ラクイラ地震（イタリア中部地震）』被災者義捐金
⚫ 2009年1～4月にローマ東部のラクイラで群発地震が発生。

特に4月6日に発生したマグニチュード6.3の地震によって、300人以上が
死亡し、6万人以上が避難生活を強いられた。

⚫ 2012年10月、当時安全宣言を出したイタリア地震委員7名の科学者
や行政官全員に過失致死罪で禁固6年の実刑判決が出たことも有名。

⚫伊政府が被災者に€1億分の救援物資や､MasterCard®Prepaid
Emergency Assistance Cardが配布された。

洪水､土砂崩れ､停電などでATMや金庫が使えなくても、店側に太陽光充
電器とスマホ端末を配布すれば買い物が可能。一方的な物資の配布では
強奪が発生するうえ、欲しいものを選んで買い物する行動が復興を促進。

米国赤十字社MasterCardプリペイドカード

The MasterCard@ Prepaid Emergency
Assistance Card

＜出所：NASA Webｻｲﾄ＞

身分証明書や口座情報が無くても､その場でプリペードカードを配布｡
「いつ､どの人に、どのカードを渡したか」から管理を開始でき､利用者も
安全なうえ※、行政側の業務負荷も少なく迅速な支援を実現｡

※買い物の際に暗証番号必須にすることで不正利用も防御｡

Visa Government Payment Card
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1.主なキャッシュレス決済の動向

◼本来、加盟店手数料は、民間企業間の機密契約事項。
⚫キャッシュレス決済の加盟店手数料は通常、業種や売上規模、リスクや入金サイクルなどによって異なる。取引内容など公開不

可情報が多い中、不公平感を与えてサービスや企業の信頼性に影響したり、風評被害に発展するなど混乱が生じたりしないよう、
加盟店手数料は通常、非公開である。公開することで弊害が生じる可能性もあり、熟慮が必要。

（当局などから教えるよう言われた際、不公平感を生まない参考値として答えた数値が「日本は高い」と伝播。実態とは乖離。）

◼加盟店手数料は低廉化。クレジットカードよりもコード決済の方が高くなる事例も増えている。

主な決済サービスの手数料事例

出所）トラベルネット協同組合Webサイト↑

出所）三井住友カード「stera terminal」中小事業者向け料率報道資料

出所）GMOインターネットグループ
日本歯科医師会対応プレスリリース→

出所）日本医師会ORCA管理機構Webサイト↓
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1.主なキャッシュレス決済の動向

◼キャッシュレス決済の約9割を占めるクレジットカードが日本に上陸した当時の法令影響により､高コスト体質に。
⚫多くの国で、汎用的に利用できる決済ビジネスは金融機関が提供。

日本では旧銀行法の兼業禁止規定により銀行はクレジットカードを発行できず、銀行は別途カード会社を設立。

➡顧客管理や利用管理のシステム構築･運用費用、業務費用､人件費など、他国は銀行で吸収するコストが別途発生。

➡他国では、銀行の口座開設時に利用者情報登録や本人確認が完了済で、与信のみでカード発行可能。
日本では、カード申込みの度に申込受付して情報登録し、本人確認し、口座振替依頼書の印影を銀行に確認依頼して
口座登録するうえ、利用者や加盟店の金融資産情報やキャッシュフローがわからないため、不正等のリスクも大きい。

➡他国では、銀行内の買い物客の個人口座から、加盟店の法人口座に代金を移すことで決済が完了。
日本では、別会社のため、個人口座から買い物代金を徴収するたびに「口座振替手数料」、加盟店の法人口座に支払う度に
「振込手数料」、さらにはオーソリデータや売上データを授受するたびに「ネットワーク手数料」が発生。

⚫他国のクレジットカードは、「リボルビング払い」が一般的。＝利用者からも手数料を徴収
日本では、割賦販売法によって銀行系カード会社はリボルビング払いが扱えず、加盟店手数料に依存するビジネスモデルで発展。

◼さらに世界共用決済スキームでは吸収できない国内独自の決済サービスの高コスト体質
⚫他国は国際規格で標準化。日本は、独自仕様端末や独自ネットワーク、特殊な支払方法など差別化で煩雑になり高コスト化。

国内の加盟店手数料が高いと言われる背景

銀行内
利用者口座 店舗口座

カード発行 加盟店契約

利用者の銀行 加盟店の銀行

カード会社

欧米など他国 日本

振替依頼

（手数料）
振込依頼

（手数料）

サービス利用
サービス利用

行内で口座振替
カード発行 加盟店契約

ネットワーク会社
（手数料）
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1.主なキャッシュレス決済の動向

◼背景や詳細事情を整理のうえ参考にしなければ、健全なキャッシュレス社会は実現しない｡
⚫ EUを離脱した英国のマルチラテラルインターチェンジは、

0.3%から1.5%へ値上げされる見込み

海外では手数料が値上げされるケースも頻発

※

※インターチェンジフィとマルチラテラルインターチェンジフィは別物。
2015年にEUが上限規制したのは、マルチラテラルインターチェンジフィ。
発表文書には、多国間取引に生じるフィに上限を設ける旨を記載。
（報道や各種レポートには、両者を混同した記述が多いので注意｡）

⚫ Visa､Mastercardは2年前にインターチェンジフィの

値上げを発表済だが、コロナ禍を考慮し順延を発表。
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1.主なキャッシュレス決済の動向

世界中で現金への不安が拡大 ➡ EMVcontactless決済が増加中

◼世界中で新型コロナウィルスの感染が拡大。紙幣や硬貨を介した感染に対する不安が蔓延。
⚫英国メディアが、WHOが紙幣でコロナウイルスが広まる可能性を警告したと報道。

世界中に伝わり、WHOが否定するなど混乱。

⚫韓国では、現金を洗濯機で洗ったり電子レンジにかけたりする事例が相次ぎ、
2020年上半期で損傷したお金の交換量は約60億ウォン分。

⚫中国と韓国の銀行は、使用済みの紙幣を消毒し隔離。
中国人民銀行は消毒して14日間保管後に再利用すると発表。

◼欧州銀行監督局（EBA:European BankingAuthority）は、非接触IC決済のPINなし上限を
€25から€50へと引上げ、さらに引き上げを推奨。多くの加盟国が上限を増額。

◼Mastercardは、アフリカ、オーストラリア、カナダ、ヨーロッパ、ラテンアメリカ、中東で
PINなしの取引額を増額。

◼英国ではATM利用額が62%減少｡（20年3月下旬の前月同期比 by LINK）

カナダやオーストラアリアのカフェ、ニュージーランドの交通機関では現金の取扱いが
中止｡（ワクチン接種が進む英国ではコロナ禍前に戻りつつある。現金の取扱いを中止した国で

は、オンラインショッピング利用額が急伸。）

焼損した紙幣と洗濯機で洗われた紙幣（出所:SankeiBiz）

消毒される人民元(出所:yahoo!finance）

感染拡大防止のため使用禁止となったATM（出所:SankeiBiz）

世界の“Contactless Payment”は「非接触IC決済」を指すが、日本のみ
「非接触＝接触しなければいいので、コード決済も非接触」と拡大解釈。
→ この感覚で各国代表者や有識者と会話すると、恥ずかしい思いをするかもしれません。
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2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

決済サービスは、媒体（端末インターフェイス）と支払方法の組合せ

クレジット
（後払い）

デビット
（口座振替）

プリペイド
（前払い）

非接触IC

ＱＲコード

接触IC

生体認証

磁気カード

紙

利用目的のサービス インターフェイス 決済サービス

送金・ギフト
（人の金）

※決済＝債権・債務の解消

◼日本のキャッシュレスは「端末インターフェイス」に振り回されがち。媒体は利用者を識別する手段、決済はサービス利
用代金を支払う手段。重要なのは、サービス利用と決済がシームレスに連動する世界を創ること。

※端末インターフェイスは、会員IDなどの利用者識別情報を端末やサーバに伝達する手段の媒体。磁気カードや非接触IC、二次
元バーコードなどはすべて「端末インターフェイス」に過ぎない。媒体と支払方法は本来別物であり、媒体と支払方法をセットで分
類すると混乱する。最近では「コード決済のメルペイが非接触ICのiDとして使える」「コード決済のLINE PayがApple Payでタッ
チ決済できる」など、早速混乱しそうな展開が始まっている。
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◼決済サービスは、利用者へのサービス提供者（イシュア）と店舗へのサービス提供者（アクワイアラ）、全体スキーム
管理者（スキームホルダー／ブランド会社）にて構成。スキームホルダーがレギュレーションにて全体を管理。

◼多くの決済サービスが、クレジットカードに代表される「国際ブランド決済」サービスを参考にスキームを構築。

◼国際ブランド決済が支払方法や端末インターフェイスがフレキシブルなのに対して、日本の電子マネーは前払い※

の非接触IC決済。コード決済はコード（1次元/QR）に前払い・口座振替・クレジットカードを紐付けて支払い。

2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

すべての決済サービスに当てはまる基本的な登場プレイヤーと主な役割

＜ブランドマーク出所：各社ホームページ＞

発行するカード/サービスの種類によって
（クレジット/デビット/プリペイド）
支払いのタイミングが違う。

アクワイアラ
（加盟店契約者）

スキームホルダー
（決済ブランド会社）

会 員
（消費者）

ブランドネットワーク

来店・ネットショッピングなど 加盟店
（小売店）

情報処理
センター

イシュア
（カード発行者）

会員規約 加盟店規約

データ授受・精算

カード/アプリ発行
精算

ｶｰド-端末間インターフェイス
紙/磁気/接触IC/非接触IC
コード（CPM）

国際ブランド決済では、
イシュアが発行したカー
ドは全世界で利用可能

カード/アプリ取扱い
精算

日本の国際ブランド決済はCAFiSやJCN

などの国内独自ネットワークを経由。
（オーソリ時｡ブランドによっては売上時も｡）

（スキーム全体管理
=ブランドレギュレーションにて

システミックリスク管理）

【主な役割】

・ライセンス提供
・ネットワーク
・精算機関

【主な役割】

・加盟店獲得
・加盟店管理
・売上管理

【主な役割】

・媒体発行
・会員管理
・売上管理

イシュイング契約 アクワイアリング契約
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• 他社が発行したカードのICチップに電子マネーを搭載してバ
リューを発行するケースもある。この時、プラスチックカード発行者
を「カードイシュア」、バリュー発行者を「バリューイシュア」という。

• コード決済は、スマートフォンアプリでの利用が前提であり、コード
決済事業者が利用者を直接契約する。加盟店獲得も基本的
には直接契約だが、決済サービスによっては外部委託するケース
もある｡

2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

◼電子マネーには「バリューイシュア」が存在。コード決済は、スキームホルダーがほぼ全ての役割を担う。

電子マネーやコード決済は多少違って見えるが、基本構造は同じ。

⚫電子マネーには「カード発行者」と別に「バリューイシュア」が存
在するケースがある。

⚫コード決済は、基本的にスキームホルダーとイシュアおよびアク
ワイアラが同一｡

アクワイアラ
（加盟店契約者）

スキームホルダー
（ブランド会社）

会 員
（消費者）

加盟店
（小売店）

カードイシュア
（カード発行者）

バリュイシュア
（バリュー発行者）

アクワイアラ
（加盟店契約者）

スキームホルダー
（ブランド会社）

利用者
（消費者）

加盟店
（小売店）

カードイシュア
（カード発行者）

コード決済事業者

直接会員を獲得 直接加盟店を獲得

電子マネー事業者
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◼国際ブランド決済は1台の加盟店端末で、国・ブランド・支払方法を越えて決済できる（基本は世界共用）

◼ブランド会社（スキームホルダー）には、機能不全を防ぎ、セーフティネットを確保する責任がある。

◼クレジットカードには包括加盟店（複数店舗の取りまとめ役）があるが、包括加盟店と店子の間の精算は

ブランド会社の責任範疇外。

2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

クレジットカードを紐付ける決済サービスは､国際ブランド決済と独自決済の複合形

発行するカード/サービスの種類によって
（クレジット/デビット/プリペイド）
支払いのタイミングが違う。

アクワイアラ
（加盟店契約者）

スキームホルダー
（決済ブランド会社）

会 員
（消費者）

ブランドネットワーク

来店・ネットショッピングなど

【役割】
・加盟店獲得
・加盟店管理
・売上管理

加盟店
（小売店）

情報処理
センター

イシュア
（カード発行者）

会員規約 加盟店規約

データ授受・精算

カード発行 精算
（ｸﾚｼﾞｯﾄ/ﾃﾞﾋﾞｯﾄ/ﾌﾟﾘﾍ）

ｶｰド-端末間インターフェイス
紙/磁気/接触IC/非接触IC
コード（CPM）

包括加盟店/代理店
決済代行会社

加盟店
（店子）

国際ブランド決済では、
イシュアが発行したカー
ドは全世界で利用可能

カード取扱い・精算
（ ｸﾚｼﾞｯﾄ/ﾃﾞﾋﾞｯﾄ/ﾌﾟﾘﾍ）

加盟店申込内容に基づ
き､効率的に登録･管理

包括契約や決済代行では
加盟店は店子として傘下に
入り、データも金も経由｡

日本の国際ブランド決済はCAFiSやJCN

などの国内独自ネットワークを経由。
（オーソリ時｡ブランドによっては売上時も｡）
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2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

◼システミック・リスクとは、決済システム等の機能不全が金融システム全体に波及するリスク。決済サービスのスキー
ムホルダーやアクワイアラが破綻し、加盟店に決済サービス取扱代金が払われないと事業存続性や経済に影響。

⚫ 国際ブランド決済は、ブランドレギュレーションにて世界規模でリスクを統制。ワールドワイドでリスクを分散しセーフティネットを構築済。
ただし、国際ブランド決済のセーフティネットの範疇は包括加盟店まで。店子は包括加盟店の破綻リスクに注意が必要。

⚫ 国内独自の決済サービスは、各社独自のセーフティネット。（現実的には スキームホルダーの体力に依存）
クレジットカードを紐づける決済サービスでは当該決済サービス自身が包括加盟店の立場であり、その加盟店はすべて店子。

➡取扱う決済サービスは慎重に選別する必要あり！

包括加盟店に支払われた取扱代金が､包括加盟店から店に支払われないリスク｡

情報処理
センター

銀行・ｶｰﾄﾞ会社

国際ブランド決済
ネットワーク

銀行・ｶｰﾄﾞ会社

来店・ネットショッピングなど 店子
（Pay加盟店）

カード取扱い・精算
（ ｸﾚｼﾞｯﾄ/ﾃﾞﾋﾞｯﾄ/ﾌﾟﾘﾍ）

クレジットカード会員規約

クレジットカード加盟店規約
カード発行 精算
（ｸﾚｼﾞｯﾄ/ﾃﾞﾋﾞｯﾄ/ﾌﾟﾘﾍ）

包括加盟店
決済代行会社

店子
（Pay加盟店）

店子
（Pay加盟店）

アクワイアラ
（加盟店契約者）

クレジットカードスキーム
（ブランド会社）

会 員
（消費者）

イシュア
（カード発行者）

クレジットカードのオーソリデータは
日本はCAFiSやJCNなど、
国内独自ネットワークを経由。

Pay加盟店規約

〇〇Pay利用規約範疇
独自決済事業者

（独自決済スキームホルダー）

口座振替や現金チャージでは
独自の決済サービスとして利用可能

クレジットカードでPayのバリューを購入

またはPay利用代金を支払い

クレジットカードで支払われた独自決済サービ
スの利用代金は、カード会社から包括加盟
店や決済代行業者に入金。

（国際ブランドのセーフティネットは包括加盟店迄)

包括加盟店傘下は包括加盟店店と店子の
問題。←未払いに注意！

送金やプリペイドは、資金決済法にて供託が
義務付けられている｡

ショッピングモールが破綻した際に、ショッピング
モールに支払済のクレジットカード取扱代金が店
子に支払われたか否かは、ショッピングモールの問
題であるのと同じ。

利用代金の流れ

クレジットカード側観点では包括加盟
傘下の独自サービスといえる

※当ページの「〇〇Pay」は、一般的な独自決済サービスを指しており、特定の決済サービスやコード決済を指すものではありません。



16©️ Payment Service Consulting. Co.,Ltd.2021

2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

◼包括加盟店として複数決済サービスを利用可能なタブレット端末「NIPPON Tablet」を店子に提供。
決済事業者→NIPPON Tablet→店子のルートで支払われる取扱代金が店子に払われない事象が発生。

包括加盟店による加盟店未払い発生事例：NIPPON Platform

⚫ 2016年に「NIPPON Pay」という社名で設立されたキャッシュレス決済
用タブレット提供会社。タブレット端末オーナーを募り、店舗にイニシャルコ
スト無料で設置して利用料を回収する「オーナー商法」。（中央省庁の
補助金も活用）

⚫ 2018年8月、リアル店舗で「amazon pay」が利用できるタブレットとし
て、アマゾンジャパンと共同記者会見。

⚫ 2018年10月「NIPPON Pay」代表取締役社長に債権差押命令が
出た後に社名を「NIPPON Platform」に変更。

⚫ 2019年11月、【キャッシュレス消費者還元事業】のキャッシュレス加盟
店支援事業者（Ｂ型決済事業者）として登録完了｡

⚫ 2019年11月末頃より加盟店未払いが頻発。「d払い」の取扱代金が
入金にならないとの問合せを受けたNTTドコモは、加盟店に対して再度
取扱代金を支払し「NIPPON Platform」の包括加盟店契約を解除。

⚫ 2020年4月にはタブレットが機能停止。加盟店未払い続出。未払い
額が500万円を超える小売店も発生。
元「NIPPON Tablet」取扱い決済サービス

https://nippon-platform.co.jp/press_release/2019/11/13/3916/
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2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

◼ 「Origami Pay」は、日経新聞が「NEXTユニコーン」として企業価値417億円を報道した2カ月後に破綻。

「メルペイ」が買収して加盟店支払いは守られたが、未払いが発生すれば社会問題化していた可能性も。

決済事業者破綻事例：日経新聞「企業価値417億円」→2カ月後破綻

⚫ 2012年ECプラットフォームとして創業した「オリガミ」は、2016年に
スマホ決済「Origami Pay」を開始。信金中央金庫、大垣共立銀
行、JCB、三井住友カード、銀聯国際、クレディセゾン、SBIインベス
トメント、トヨタファイナンスなどから累計88億円を資金調達も、
2020年1月23日にメルペイに事業を売却（事実上の破綻）。

⚫ 金融機関は取引先小売店に加盟店化を推進。加盟店未払いが
起きれば融資先の小売店が破綻し、さらには金融機関や日本経
済にも影響する可能性が考えられた。

⚫ 売却額は非公表も、「1株1円」や「0円」と多くの報道が出た。

⚫ 「オリガミ」は、「我々は決済サービスではない。マーケティングサービス
である。」と説明し、Loft、東武百貨店、ヤマダ電機、ビックカメラなど
多くの流通企業の協力を得て「10%割引キャンペーン」などを展開。

2018年12月にPayPayが「100億円あげちゃうキャンペーン」を開始
するとコード決済が使われ始めたが、利用額の数十%をキャッシュバッ
クするなど体力勝負の様相を呈した。
（マーケティングサービスは「開発中」のまま､終にその姿を見ることは無かった。）

2カ月後
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2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

◼レジは「処理魅了」、利用者アプリは「支払済」で店頭トラブル。再度払ったら二重払い。SNSでは店が悪者に。
決済ビジネスの本質は異常対応。ネット文化「色々やってみる」「スピード命」と､決済サービス「信頼性」「安全性」に差｡

システム障害頻発する決済サービスにも注意 ～店頭トラブルや風評被害も起きる～

頻発するキャッシュレス決済の障害

天ペイメントによると詳しい原因は調査中。復旧のめどは立っていないという。

アプリで決済用バーコードが表示できない状態で、楽

2020年11月24日

2020.09.04

キャナルペイメントサービスは、12日
12時10分～16時10分にかけて、コー
ド決済ゲートウェイサービスの障害が
発生したことを明らかにした。

この影響で、PayPay、d払い、au 

PAY、楽天ペイといったコード決済
サービスでは、一部の加盟店で、支払
いができない、あるいは使いづらい状
態に陥った。

障害が発生したのは、コード決済各
社と加盟店の間に立つゲートウェイ
サービス。コード決済各社の案内によ
れば、ローソンやビックカメラなどの一
部加盟店で障害の影響を受けた。

コード決済ゲートウェイ会社で
システム障害、PayPayやd払
い、au PAY、楽天ペイなどに
影響 2020年2月12日 19:24

2019.12

未収・二重課金が発生

店頭トラブル・風評被害

auで通信障害発生か？ 『au PAY』などで「繋がらない」「使えない」の声相次ぐ

正しい売上計上、安全安心が
決済サービスの大前提！

論外
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2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

汎用決済サービスの特徴
➢ 全国共用システム（ボリューム処理で単価を下げるビジネスモデル）➔ キメ細かな地域ニーズへの対応は困難

➢ 業務&システムが煩雑化し決済事業者社員も詳細不明（銀行員もキャッシュレス不詳）➔ 有効活用困難

➢ 全国規模で使える環境整備（大型チェーン店中心の加盟店）➔ 住民の生活シーンを面でカバーできない

地元スーパーは安くプリペイドカードを発行中→これを活用し地域を面でカバーする『デジタル地域振興券』を実現

➡ 行政／公共サービスのデジタル化を支援する「金銭授受のデジタル化」＝地域キャッシュレス

◆ 行政･公共･医療･介護･学校･保育など、地域の誰もが同じように､地域のどこでも安全に使える『デジタル地域振興券』

◆ 一枚のカード（スマホ利用者はアプリ）に地域ポイントなどの地域サービスを搭載し、利用者も事業者も使い慣れる仕組みへ｡

◆ マイナンバーで本人確認した住民が地元商店で決済するなら、不正利用や犯罪は発生しにくく低コストで実現可能｡

◆ 給付・納付・調達はじめ現金授受の効率化で地域全体の社会コストを削減し､地域ポイントの原資にして経済を活性化｡
• ボランティアポイントや健康ポイントなど､住民の協力や行動を金銭的価値に変換し､様々な地域活動に横串を通して好循環を創出。
• 給付の貯蓄化を防止し、特典を時間・場所等で可変にすることで消費を促進。
• 各種補助金や災害義援金の給付にも活用。避難所で被災者にプリペイドカードのデジタル地域振興券を配布し、店には取扱いアプリ入りの

スマホとソーラー充電器を渡せば買い物ができ、物資配給より復興が進む。

• 汎用決済サービスを導入しても、地域活性化に寄与する成功事例が少ない。

• FC､本体発行､ブランドデビットなど、新決済サービスの業務委託手数料が膨らみ､地域金融機関の収益を圧迫。

• 決済サービスによって、使える店/手数料/取扱方法が違うため、地域で画一的な金銭授受のデジタル化が困難。

➡現実的な地域振興策＝紙の地域振興券に 関係各所の業務負荷大

その結果 地域キャッシュレスに起きている現状

解決策例

※１

※：給食費･教材費の現金排除による子供の安全､タクシー・コンビニ強盗撲滅など

汎用決済サービスで地域のキャッシュレスが実現しにくい理由と解決策例

・地域でこじんまり使うには過剰スペック



20©️ Payment Service Consulting. Co.,Ltd.2021

2.キャッシュレス決済の仕組みと注意点

将来はすべての金銭的価値をデジタルで授受。周囲が支え合う社会へ。

【現状】
２カ月に１回給付される年金
を、現金で各月の支出に充当。

収入の貯金・年金管理、各月
の支出管理は、高齢者に大き
な負担。

【目指す姿】
市民ポータルやタブレットの
画面上で簡単に振り分け。

デジタルで連携できるので、
遠隔地の息子や自治体、資
産管理を委託する金融機関
や事前登録した地域事業者
にも状況を連携し、

随時、必要に応じて支援を
受けることが可能。

横領も防止。
金銭的価値授受のデジタル化=キャッシュレス

出所）『決済サービスとキャッシュレス社会の本質』（きんざい）
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ご清聴ありがとうございました。

決済サービスコンサルティング株式会社 宮居 雅宣


